
１ 日本国内の観光の現状

Ⅱ 本県観光の現状

①日本人国内旅行

日本人の国内延べ旅行者数は5.4億人とコロナ禍前（2019年）の91.8％まで回復するとともに日本人国内旅行消費額は

25.1兆円となり過去最高を更新しました。

日本国内における旅行消費額は34.3兆円となり、2019年比で22.8％増。日本人が全体の約75％を占め、訪日外国人旅

行者の割合は約25％となっています。

また、延べ宿泊者数は６億5,028万人泊となり、2019年比で9.1％増で過去最高を更新。このうち、日本人延べ宿泊者

数は４億8,668万人泊、外国人延べ宿泊者数は過去最高の１億6,360万人泊となりました。

令和７年版観光白書によると、日本国内の観光の現状として、令和６（2024）年は以下のような状況となっています。

図表１ 日本人国内宿泊旅行者延べ人数、国内日帰り旅行延べ人数の推移（億人）

図表３ 日本国内における旅行消費額 図表４ 日本人・外国人の延べ宿泊者数の推移（億人泊）
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図表２ 日本人国内旅行消費額の推移（兆円）
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１ 日本国内の観光の現状

Ⅱ 本県観光の現状

②訪日外国人旅行

訪日外国人旅行者数は3,687万人（コロナ禍前の2019年比で15.6％の増）となり過去最高を更新。国籍、地域別内訳で

は、韓国が882万人と最も多く、次いで中国（698万人）、台湾（604万人）、米国（272万人）、香港（268万人）の順

になっています。

訪日外国人の旅行消費額も８兆1,257億円（2019年比68.8％増）となり過去最高を更新。国籍、地域別内訳では中国が

最も大きく１兆7,265億円、次いで台湾（１兆897億円）、韓国（9,602億円）、米国（9,011億円）、香港（6,606億円）

となっています。

図表５ 訪日外国人旅行者数の推移（万人） 図表６ 訪日外国人旅行者の内訳

図表７ 国籍・地域別の訪日外国人旅行消費額と構成
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図表５～７出展：日本政府観光局（JNTO）資料に基づき栃木県作成
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１ 日本国内の観光の現状

Ⅱ 本県観光の現状

③日本人の国内旅行市場の概況

「①日本人国内旅行」でも記載したとおり、日本国内における旅行消費額のうち日本人の消費額は全体の７割を超え

ています。また、地方部延べ宿泊者数の日本人割合は85.8％となっており、地方部の旅行需要は日本人が下支えしてい

る状況です。

旅行単価は物価上昇等により増加傾向となっていますが、日本人国内延べ旅行者数や旅行経験率は長期的に伸び悩ん

でおり、今後は更に人口減少・少子高齢化が進むことから、国内交流拡大に一層取り組む必要があるとされています。

図表９ 日本人国内延べ旅行者数及び一人１回当たり旅行支出
（旅行単価）の推移
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出典：観光庁「宿泊旅行統計調査」※速報値

延べ旅行者数（億人） 旅行単価（万円）

出典：観光庁「旅行・観光消費動向調査」※2024年は速報値

＊1 三大都市圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県

図表８ 2024年全国、三大都市圏 及び地方部における日本人・外国人延べ
宿泊者数の割合（万人泊）
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Ⅱ 本県観光の現状

④年代別日本人国内旅行の動向・生活や旅行についての意識

国内宿泊旅行経験率は、若年層ほど高く堅調に回復しています。年間旅行回数においては、全体では旅行に行かない

層と行く層がともに増加しており、旅行実施が二極化。特に10代～20代は実施傾向が高まり、70代では下がっています。

10代～50代の約６割が主に休日に旅行しており、旅行需要の平準化も課題となっています。

また、仕事より余暇を重視する割合が増加傾向となっており、自由時間が増えた場合にしたいことは「旅行」が最も

多くなっています。どの年代も温泉やグルメ目的等の旅行志向が強いですが、若年層は他の年代に比べ、趣味のイベン

ト参加、アウトドアの他、現地の人との交流や地域貢献等の旅行意欲が高くなっています。

図表10 年代別国内宿泊旅行経験率の推移

図表11 年代別にみた国内宿泊旅行回数の構成比の推移
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図表10・11出典：観光庁「旅行・観光消費動向調査」（観光・レクリエーション目的）※2024年は速報値
図表12出展：令和７年版観光白書（図表Ⅰ-56）

図表12 過去と比べて増えた又は今後増やしたい宿泊旅行
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Ⅱ本県観光の現状

国は、令和８（2026）～令和12（2030）年度までを計画期間とする第５次観光立国推進基本計画を令和８年３月に決定し
ました。計画では目指すべき2030年の姿を「戦略産業として、日本の魅力・活力を次世代にも持続的に継承・発展させてい
く観光」とし、「インバウンドの戦略的な誘客と住民生活の質の確保との両立」「国内交流・アウトバウンド拡大」「観光

地・観光産業の強靭化」の３つの施策の柱の下、各種施策を講じることとしています。

出典：観光庁HP（報道発表資料）

図表13 観光立国推進基本計画（第５次）概要

（２）観光立国推進基本計画（第５次）
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１ 日本国内の観光の現状

Ⅱ 本県観光の現状

観光庁は顕在化している主な課題として、以下の点を挙げています。

①観光産業における人手不足

宿泊業については、他産業と比較し欠員率が高く、構造的な課題として人手不足が顕著になっているとし、近年の急

速な観光需要の回復に伴い人手不足感の高まりも見られることから、対策への取組が急務としています。

③国内旅行需要の維持

年代別国内旅行経験率は、若年層ほど高く、高齢層ほど低くなっています。また、2050年には65歳以上人口が総人口

の約37％になると推計されており、少子高齢化による国内旅行市場への影響は避けられない見通しとなっています。そ

のため、高齢者等の旅行需要の喚起など新たな交流市場の開拓も含めた国内旅行需要の維持・拡大が重要としています。

（３）主な課題

②オーバーツーリズムへの対応

観光客が集中する一部地域において、混雑やマナー違反等による地域住民の生活への影響や旅行者の満足度の低下へ

の懸念が課題となっているとし、地域の実情に合わせた、受入環境の整備・増強、需要の分散化や平準化、マナー啓発

等の取組が重要としています。

④旅行需要の集中

10代～50代の約６割が主に休日に国内旅行を実施するなど、旅行需要が集中し、旅行費用の高騰や観光地の混雑につ

ながる恐れがあるため、休暇取得の分散化促進など、旅行需要の平準化・分散化を図ることが重要としています。

⑤宿泊先の三大都市圏への偏在傾向

インバウンドの宿泊先の約７割は三大都市圏に集中しており、東京都・大阪府・京都府・北海道・沖縄県・福岡県

の上位６都道府県に約75％が集中しています。この傾向はコロナ禍前よりも強まっていることから、引き続き、イン

バウンドの地方誘客の取組が重要としています。
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２ 本県観光の現状

Ⅱ 本県観光の現状

①観光客入込数

令和２（2020）年に新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、観光客入込数は大きく減少しましたが、その後、

年々回復し、令和６（2024）年には約8,997万人となり、コロナ禍前の令和元（2019）年の約９割程度まで回復しました。

月別の入込数では、１月、２月、12月の冬季の数が他の月よりも落ち込む傾向があり、冬季が閑散期となっています。
②観光客宿泊数

観光客宿泊数も同様に令和２（2020）年に新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い大きく減少しましたが、令和

６（2024）年には約830万人となり、令和元（2019）年の人数を上回り、宿泊者のうち外国人宿泊数は令和６（2024）

年に約27.9万人となり過去最高となりました。月別の宿泊数についても観光客入込数と同様の傾向があり、冬季（１月、

２月、12月）が閑散期となっています。

また、市町別では日光市が最も多く約294万人泊、次いで那須町（約202万人泊）、宇都宮市（約189万人泊）、那須

塩原市（約76万人泊）となっており、25市町のうち上位４市町で県全体の宿泊数の９割以上を占めています。
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24%
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その他市町
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図表14 観光客入込数・宿泊数の推移 図表15 令和６年月別観光客入込数・宿泊数

図表16 令和６年市町別宿泊数（万人）

図表14～16出典：栃木県「栃木県観光客入込数・宿泊数推定調査」
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Ⅱ 本県観光の現状

③観光客宿泊数（外国人）

観光客宿泊数のうち外国人の宿泊数は、令和６（2024）年に約27.9万人となり過去最高となりましたが、宿泊数に占

める外国人宿泊数の割合は３％程度となっています。月別の宿泊数は日本人ほど閑散期の差はなく、紅葉時期の10月、

11月が多い傾向がありますが、その他の月については大きな差は見られません。市町別では日光市だけで県全体の約６

割を占めています。

国・地域別では台湾が最も多く約5.4万人泊、次いで中国（約2.6万人泊）、米国（約2.6万人泊）、韓国（約2.1万人

泊）となっており、アジア・中東地域で全体の約６割を占めています。全体的な国や地域別の構成は新型コロナウイル

ス感染症拡大前の令和元（2019）年と大きく変わっていません。

1.6 1.9 1.9
2.7 2.2 1.9 1.9 1.7 2.1

4.0 3.9

2.0

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

日光市
57.8%宇都宮市

22.3%

那須町 5.5%

那珂川町 3.8%

那須塩原市 3.7% その他市町
6.9%

18.1 21.0 22.2 22.3 24.7

4.0 1.7 4.6

23.5 27.9

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

台湾 5.4

中国

（大陸） 2.6

米国 2.6

韓国 2.1
タイ 1.8香港 1.3その他欧州 1.1

フランス 1

豪州 1

シンガポール 0.7

その他 8.4

図表17 外国人宿泊数の推移（万人） 図表18 令和６年月別外国人宿泊数（万人）

図表19 令和６年国・地域別外国人宿泊数（万人） 図表20 令和６年市町別外国人宿泊数（構成比）

図表17～20出典：栃木県「栃木県観光客入込数・宿泊数推定調査」
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Ⅱ 本県観光の現状

⑤宿泊業・飲食サービス業の離職率

宿泊業・飲食サービス業の本県の離職率は他の産業よりも高い数値で推移しており、慢性的な人手不足の状態になっ

ていることに加え、コロナ禍以降の急速な観光需要の回復や人口減少に伴う働き手の不足もあり、人材不足は深刻化し

ています。

④観光消費額

観光消費額についても新型コロナウイルス感染症の拡大により大きく落ち込みましたが、その後、急速に回復し、令

和６（2024）年には物価高の影響等もあり、過去最高の約9,656億円となりました。
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図表21 観光消費額の推移（億円） 図表22 産業構造別離職率の推移（%）

出典：「共通基準による全国観光入込客統計」

宿泊業、飲食サービス業

出典：厚生労働省「雇用動向調査」

＊2 DMO：Destination Marketing/Management Organizationの略で、地域の「稼ぐ力」を引き出すとともに、地域への誇りと愛着を醸成する地域経営の視点に立った観光地域づくりの司令塔として、多様な
関係者と協働しながら、明確なコンセプトに基づいた観光地域づくりを実現するための戦略を策定し、着実に遂行する機能を備えた法人のこと。

⑥ DMO の形成

現在、県内には都道府県DMO１団体、地域DMO７団体の計８つのDMOが形成されています。
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２ 本県観光の現状

Ⅱ 本県観光の現状

⑦日帰り客の動態

日帰り客の居住地は栃木県が最も多く47.7％、次いで茨城県13.4％、埼玉県11.6％となっており、関東地方の都県で

９割以上となっています。滞在時間については４時間未満が約半数を占め、平均滞在時間は３時間52分となっています。

来訪回数はリピーターが多数を占め、５回目以上の割合が76.4％、初めての来訪は4.1％となっています。家族や夫婦

等、複数人のグループで来県することが多数であり、平均消費額は１人当たり7,461円となっています。

旅行先として決め手となった情報源では、いずれの年代でも「以前来訪した際の経験」が最も多いですが、10代～30
代ではSNSが決め手となった割合が約２割を占め、他の年代よりも高い傾向にありました。（資料編参照）

⑧宿泊客の動態

宿泊客の居住地は東京都が最も多く23.1％、次いで埼玉県17.1％、千葉県9.9％となっており、関東地方の都県で７割

以上を占めています。泊数は１泊が最も多く全体の約８割、平均宿泊日数は1.24泊となっています。

来訪回数はリピーターが多数を占め、５回目以上が約６割、初めての来訪は１割程度となっています。同行者は夫婦

（33.2％）と子ども連れの家族旅行（18.1％）で全体の半数を占めており、宿泊者１人当たりの平均消費額は34,799円

でした。

旅行先に選んだ理由は温泉が最も多く49.6％、次いで自然景観35.7％、歴史的・文化的な施設27.9％となっており、

旅行先として決め手となった情報源では、10代・20代以外の年代では「以前来訪した際の経験」が最も多いですが、10
代・20代では「SNS」が最も多くなっており、若年層ほどSNSの割合が高い傾向にありました。（資料編参照）
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２ 本県観光の現状

Ⅱ 本県観光の現状

⑨外国人の動態

外国人来訪者の年代は30代が36.0％と最も多く、次いで20代30.3％、40代15.2％となっています。同行者は家族・親

族が33.8％と最も多く、次いで友人28.2％、夫婦・パートナー22.5％であり、自分ひとりも11.9％となっています。宿泊

地は東京が多く、東京を拠点に本県を訪れる外国人が多くなっています。

訪問回数は１回目が89.4％であり、リピーターはほぼいない状況となっています。本県来訪の目的は自然、食・酒、

歴史・文化・生活が多く、１人当たりの平均消費額は110,779円であり日本人の額よりも高い傾向にあります。

訪問手配方法は個人手配が79.7％となっており、ウェブサイトを使った訪問手配が81.7％となっています。本県への

訪問を決めた時期は日本出発前が75.1％となっていますが、24.3％は旅ナカの日本到着後に本県訪問を決めています。

改善要望では宿泊施設における外国語でのコミュニケーションが圧倒的に多く、次いで各施設や交通機関等での外国

語表記となっています。（資料編参照）
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２ 本県観光の現状

Ⅱ 本県観光の現状

①国内旅行

観光庁の「旅行・観光消費動向調査」結果では、令和６（2024）年の本県での国内旅行消費額は全国平均を上回る

4,093億円となり、全国11位の水準になっていますが、１人当たりの消費単価は3.17万円となっており、全国順位は23位

になっています。
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図表23・24出典：観光庁「2024年旅行・観光消費動向調査」

図表23 令和６年都道府県別国内旅行消費額（観光・レクリエーション目的）（億円）

図表24 令和６年都道府県別国内旅行消費単価（観光・レクリエーション目的）（万円/人）

（２）全国における本県観光の位置
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２ 本県観光の現状

Ⅱ 本県観光の現状

②インバウンド

観光庁の「インバウンド消費動向調査」結果では、令和６（2024）年の本県のインバウンド旅行消費額は約107億円

となっており、３大都市圏を除く、地方部平均367億円を大きく下回り、全国順位は29位となっています。また、１人

当たりの消費単価も同様に地方部平均4.4万円を下回る3.05万円となっており、全国順位は39位となっています。
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図表25・26出典：観光庁「インバウンド消費動向調査」

図表25 令和６年都道府県別インバウンド旅行消費額（観光・レジャー目的）（億円）

図表26 令和６年都道府県別インバウンド旅行消費単価（観光・レジャー目的）（万円/人）
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２ 本県観光の現状

Ⅱ 本県観光の現状

③宿泊旅行

観光庁の「宿泊旅行統計調査」結果によると、令和６（2024）年の本県に宿泊した日本人延べ宿泊者数は1,120万人

となっており、全国平均を上回り、全国順位は13位となっています。

一方、外国人の延べ宿泊者数は48万人となっており、地方部平均130万人を大きく下回り、全国順位は26位となって

います。
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図表27・28出典：観光庁「宿泊旅行統計調査」
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図表27 令和６年都道府県別日本人延べ宿泊者数（万人）

図表28 令和６年都道府県別外国人延べ宿泊者数（万人）
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